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在日朝鮮人集住地域とヘイトデモ
――川崎市ヘイトデモ禁止仮処分命令申立事件・横浜地裁川崎支部決定を読む
松 村 芳 明＊
はじめに
周知のように，近年，ヘイトスピーチに対する法的対応について，学説，
立法，判例等において，注目すべき動きや判断等がなされている。憲法学
説においては，刑事立法による規制には依然として消極論が多数とも見ら
れるが，「限定的な規制が日本のこれまでの議論に接続不可能ではないと
いうことについては一定のコンセンサスが見られるように思われる」１と
の見解もある。立法としては，２０１６（平成２８）年５月２４日，ヘイトスピー
チを念頭に，「不当な差別的言動は許されないことを宣言するとともに，
更なる人権教育と人権啓発などを通じて，国民に周知を図り，その理解と
協力を得つつ，不当な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべ」（前文）
きとする，差別言動解消法２が国会において成立するに至った。この法律
は規制法ではなく理念法であり，この法律の下で国や自治体が具体的に何
をすべきで何をすべきではないかについて，今後の判断に委ねられた面も
ある。
ヘイトスピーチに対して高額の損害賠償や差止めを認める裁判例も見ら
れるようになった。代表例として，市が管理する公園を「不法占拠」して
いるとの名目で朝鮮学校に押し掛けた右翼系市民団体の会員らに対し，業
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務妨害や名誉毀損にかかわる損害の賠償と，将来の同様の行為の差止めを
命じた，京都朝鮮第一初級学校襲撃事件（以下「京都事件」と呼ぶ）３の
諸判決４がある。
以上のような様々な動きがある中，本稿が取り上げるのは，在日朝鮮人５
の集住地域である神奈川県川崎市川崎区桜本地区において計画されたヘイ
トデモについて，在日朝鮮人コミュニティの拠点と言ってよい社会福祉法
人が請求したデモの差止めを裁判所が認容した，２０１６（平成２８）年６月２
日の決定である６。本稿はこの決定を検討することによって，ヘイトスピ
ーチに対する法的対応の如何について考察を一歩でも深めることを目的と
するものである。
．事件の概要７
本件デモの差止め申請を行った本件債権者たる社会福祉法人は，「人種
・国籍等を問わずに自立した生活を営むことを支援し，共生社会を実現す
ることを目的とする」８ものであり，川崎市桜本地区に事務所を置き，そ
の周辺の区域で保育所，児童館，高齢者・障害者交流施設等を運営してい
る。代表者理事は韓国籍を有し，職員・施設利用者は在日朝鮮人の占める
割合が比較的大きい。
本件債務者は右翼系団体に参画する活動家である。２０１３（平成２５）年か
ら１２回にわたり川崎市内で在日朝鮮人の排斥を訴えるヘイトスピーチ（ヘ
イトデモ）等を主催するなどし，うち直近の２回（２０１５〔平成２７〕年１１月
８日，２０１６〔同２８〕年１月３１日）は桜本地区を目指した。
この２回のデモは，それぞれ，「川崎発！日本浄化デモ」，「川崎発！日
本浄化デモ第二弾！」と銘打つものだったが，カウンターデモの抵抗に会
い，桜本地区にまで進行することはなかった。
２回のデモの際，債務者ないしデモへの参加者は，在日朝鮮人を対象と
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して，「在日は大嘘つき」，「帰れ！ 半島へ」などと記載したプラカード
を掲げ，また，「川崎に住むごみ，ウジ虫，ダニを駆逐するデモを行うこ
とになりました。」，「敵国人に対して死ね，殺せというのは当たり前だ。」，
「ゴキブリ朝鮮人は出て行け。」，「じわじわ真綿で首を絞めてやるからよ。
一人残らず日本から出てくまでな。」などの文言を発した。これらのデモ
は，ワゴン車のスピーカーや拡声器を用いるなどして，騒々しくされたも
のである。
債務者がホームページ上に桜本を目指す第三弾のヘイトデモ（２０１６〔平
成２８〕年６月５日）を予告したため，本件社会福祉法人は，事務所入り口
から半径５００メートル以内でのヘイトデモの差止めを求める申し立てを
行った。なお債務者は６月２日の審尋に出頭しなかった。
．決定の要旨９
一．主文
「債務者は，債権者に対し，自ら別紙行為目録記載の行為をしてはなら
ず，又は第三者をして同行為を行わせてはならない。」
二．被保全権利としての差別的言動に対する差止請求権の存否について
１．「住居において平穏に生活する人格権」と差止め請求権，差止め要件
「何人も，生活の基盤としての住居において平穏に生活して人格を形成
しつつ，自由に活動することによって，その品性，徳行，名声，信用等の
人格的価値について社会から評価を獲得するのであり，これらの住居にお
いて平穏に生活する権利，自由に活動する権利，名誉，信用を保有する権
利は，憲法１３条に由来する人格権として，強く保護され，また，本邦に適
法に居住する者に等しく保障されるものである。」
「そして，本件に関係する在日韓国・朝鮮人など，本邦の域外にある国
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若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に本邦に居住する
もの（以下「本邦外出身者」という）。が，専ら本邦の域外にある国又は
地域の出身であることを理由として差別され，本邦の地域社会から排除さ
れることのない権利は，本邦の地域社会内の生活の基盤である住居におい
て平穏に生活し，人格を形成しつつ，自由に活動し，名誉，信用を獲得し，
これを保持するのに必要となる基礎を成すものであり，上記の人格権を享
有するための前提になるものとして，強く保護されるべきである。」
「殊に，我が国が批准する人種差別撤廃条約の前記の各規定及び憲法１４
条が人種などによる差別を禁止していること，さらに近年の社会情勢の必
要に応じて差別的言動解消法が制定され，施行を迎えることに鑑みると，
その保護は極めて重要であるというべきである。」
「また，本邦外出身者が抱く自らの民族や出身国・地域に係る感情，心
情や信念は，それらの者の人格形成の礎を成し，個人の尊厳の最も根源的
なものとなるのであって，本邦における他の者もこれを違法に侵害しては
ならず，相互にこれを尊重すべきものであると考える。」
「そこで，専ら本邦外出身者に対する差別的意識を助長し又は誘発する
目的で，公然とその生命，身体，自由，名誉若しくは財産に危害を加える
旨を告知し，又は本邦外出身者の名誉を毀損し，若しくは著しく侮辱する
などして，本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由に本邦外
出身者を地域社会から排除することを煽動する，差別的言動解消法２条に
該当する差別的言動は，上記の住居において平穏に生活する人格権に対す
る違法な侵害行為に当たるものとして不法行為を構成すると解される。」
「そして，その差別的言動をする侵害者において，当該権利者が住居に
おいて平穏に生活しているにもかかわらず，そのことを認識し，又は容易
に認識し得るのに，その住居の近隣において，デモをし，あるいははいか
いし，かつ，街宣車やスピーカーを使用し，あるいは大声を張り上げると
いう，上記の住居において平穏に生活する人格権を侵害する程度が顕著な
在日朝鮮人集住地域とヘイトデモ（松村） 255
場合には，当該権利者は，住居において平穏に生活する人格権に基づく妨
害排除請求権として，その差別的言動の差止めを求める権利を有するもの
と解するのが相当である。」
「もっとも，その人格権の侵害行為が，侵害者らによる集会や集団によ
る示威行動などとしてされる場合には，憲法２１条が定める集会の自由，表
現の自由との調整を配慮する必要があることから，その侵害行為を事前に
差し止めるためには，その被侵害権利の種類・性質と侵害行為の態様・侵
害の程度との相関関係において，違法性の程度を検討するのが相当であ
る。」
「被侵害権利である人格権は，憲法及び法律によって保障されて保護さ
れる強固な権利であり，他方，その侵害行為である差別的言動は，上記の
とおり，故意又は重大な過失によって人格権を侵害するものであり，かつ，
専ら本邦外出身者に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で，公然
とその生命，身体，自由，名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知し，
又は本邦外出身者の名誉を毀損し，若しくは著しく侮辱するものであるこ
とに加え，街宣車やスピーカーの使用等の上記の行為の態様も併せて考慮
すれば，その違法性は顕著であるといえるものであり，もはや憲法の定め
る集会や表現の自由の保障の範囲外であることは明らかであって，私法上
も権利の濫用といえるものである。これらのことに加え，この人格権の侵
害に対する事後的な権利の回復は著しく困難であることを考慮すると，そ
の事前の差止めは許容されると解するのが相当であり，人格権に基づく妨
害予防請求権も肯定される。」
２．法人の人格権と差止め請求権
「上記の人格権は，‥‥自然人と同様に社会的実体をもって活動する本
邦内の法人においても，同じく保有するものと解される（最高裁昭和４５年
６月２４日大法廷判決・民集２４巻６号６２５頁参照）。」「法人においても，…社
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会活動の基盤としての事業所…において，平穏，かつ自由にその目的とす
る事業を行うことによって，その名声，信用等の人格的価値について社会
から評価を獲得するのであり，これらの事業所において平穏に事業を行う
権利，自由に事業の活動をする権利，名誉，信用を保有する権利は，憲法
１３条に由来する人格権として，強く保護されるものである。」
「人格権を侵害する違法性が顕著な場合には，当該法人は，…人格権に
基づく妨害予防請求権として，その差別的言動の事前の差止めを求める権
利を有するものと解するのが相当である。」
三．債権者の被保全権利の存在および保全の必要性について
「債権者は，…在日韓国・朝鮮人を主たる対象と見据え，社会福祉法が
目的として定める福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域における社
会福祉に尽力しつつ，民族差別解消・撤廃のために実績を積み上げ，社会
的な評価としての名誉，信用を獲得してきたものと認められる。」「このよ
うな社会福祉事業を行ってきた社会福祉法人である債権者は，…その事業
の基盤である事業所において平穏に福祉サービスを含む社会福祉事業を行
う人格権を保有するものと解される。」
次に，債務者が主催するデモで行うことが見込まれる「差別的言動は，
上記の債権者の目的や理念及びこれまでの活動内容を真っ向から否定する
ものであり，債権者が存立する基盤を揺るがすとすらいえるものである。」
「そして，…債権者の代表者理事は韓国籍を有する者であり，その他の
理事及び監事も同国籍を有する者がおり，かつ，債権者の職員や施設利用
者の内訳としては在日韓国・朝鮮人が比較的高い割合を占めているところ，
債権者の事業所や債権者が運営する各施設の近隣において，これらの者を
対象として，差別的言動解消法が定める差別的言動に該当することが明ら
かな…言動及びこれらに類する言動，すなわち，在日韓国・朝鮮人の生命，
身体，名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知したり，名誉を毀損し，
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著しく侮辱したりする差別的言動が，街宣車やスピーカーを使用したり，
あるいは大声を張り上げるなどして行われれば，債権者の役員，職員及び
施設利用者のうちの在日韓国・朝鮮人の個人の尊厳をないがしろにし，耐
え難い苦痛を与え，ひいては，債権者の職員の業務に従事する士気の著し
い低下や，債権者の施設利用者による利用の回避・躊躇を招くことを容易
に推測することができる。」
また，「債務者が債権者の事業活動やその人的構成並びに債権者の事務
所及び施設の所在地を知っており，その近隣で上記の差別的言動をすれば，
債権者の事業所において平穏に事業を行う人格権を侵害することを認識し，
又は容易に認識し得ると認められる。」
「以上によれば，債務者の行うとみられる差別的言動により，債権者の
社会福祉事業の基盤である事業所において平穏に事業を行う人格権が侵害
されることによって著しい損害が生じる現実的な危険性があると認められ，
また，債務者が行うとみられる差別的言動の内容の看過することのできな
い悪質性に鑑みれば，債務者に対し，債権者の事業所及び施設が所在する
債権者の主たる事務所の入口から半径５００ｍ以内…において，別紙行為目
録記載の差別的言動をすることを事前に差し止めるべき必要性は極めて高
いということができるから，債権者の被保全権利の存在は優に認められ
る。」
「また，債務者による差別的言動による債権者の人格権の侵害に対する
事後的な権利の回復は極めて困難であると認められ，これを事前に差し止
める緊急性は顕著であるといえるから，保全の必要性も認められる。」
四．別紙 行為目録
「債権者の主たる事務所…の入口から半径５００ｍ以内…をデモしたりある
いははいかいしたりし，その際に街宣車やスピーカーを使用したりあるい
は大声を張り上げたりして，『死ね，殺せ。』，『半島に帰れ。』，『一匹残ら
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ずたたき出してやる。』，『真綿で首絞めてやる。』，『ゴキブリ朝鮮人は出て
行け。』等の文言を用いて，在日韓国・朝鮮人及びその子孫らに対する差
別的意識を助長し又は誘発する目的で公然とその生命，身体，名誉若しく
は財産に危害を加える旨を告知し，又は名誉を毀損し，若しくは著しく侮
辱するなどし，もって債権者の事業を妨害する一切の行為」
．検討
一．「住居において平穏に生活する人格権」について
本決定ではまず，上記．二．の１．で，「住居において平穏に生活
する人格権」の概念が説明（設定）され，その侵害の程度が顕著な場合
には侵害行為に対する差止め請求権が存するされた後，差止めが認めら
れるための要件が，表現の自由との調整を加味したものとして示されると
とともに，本件のような被侵害権利の種類・性質と侵害行為の態様にお
いては差止めが肯定されることが述べられている。次に，二．の２．では，
いわゆる「法人の人権」を認めた八幡製鉄政治献金事件最高裁判決（最大
判昭和４５〔１９７０〕年６月２４日民集２４巻６号６２５頁）が引かれ，個人だけで
なく法人にもそのような人格権・差止め請求権が認められることが述べら
れている。そして三．では，以上について本件への具体的なあてはめがな
され，本件社会福祉法人にそのような人格権・差止め請求権が存すること，
および差止め要件の充足（差止めの必要性）があることが述べられている。
なお本決定は，民事保全法１３条２項に基づく仮処分であり，仮処分の申立
ての理由は，被保全権利と保全の必要性から構成されるが，以上のような
本決定の構造は，かかる規定に対応するものでもある。
本決定が差止め請求権を導くために設定したのは，「住居において平穏
に生活する人格権」（以下「平穏生活権」ともいう）である。これは，本
決定において，「品性，徳行，名声，信用等の人格的価値」の獲得に関わ
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るものであるとともに，「自由に活動する権利」，「名誉，信用を保有する
権利」とともに，憲法１３条に由来する人格権として，「強く保護」される
ものとされる。
平穏生活権は，公害事件や暴力団事務所が近隣に開設されることに関わ
る事件等において，不法行為や差止めを認めるための権利として，民事裁
判において既に確立された権利である１０。また，これは，確固たる権利で
あるか否かに争いのあるような主観的な利益の保護・救済を求める裁判に
おいても援用される。民法学者の吉村良一によれば，後者の場合（例えば
葬儀場の近隣住民が葬儀等が見えることが平穏な生活を害すると主張する
場合）は，直ちに損害賠償や差止めが認められるわけではなく，利益の存
否や性質，侵害行為の態様，受忍限度超越の如何等に関する利益衡量が不
可欠となる。それに対して，「暴力団事務所事件や公害（騒音や水質汚染
等）においては，生命・身体・健康と結び付いた平穏な生活に関する権利
・利益が問題となっている」。このような平穏生活権侵害については，上
記の主観的利益の侵害の場合と異なり，侵害行為の態様等ヘの考慮は限定
的であるべきだとされ，「生命・身体といった利益の侵害があればそのこ
とは直ちに差止めの効果をもたらすべきである」とされる１１。
「平穏な生活」（または「私生活の平穏」）という概念は，プライバシー
権に関する判例やその他の憲法判例でも登場する概念である１２。京都事件
１審判決も，「生命，身体，名誉，平穏な日常生活を送る利益などの人格
的利益の侵害行為がされ，それが繰り返されるおそれがある場合にも不作
為義務は発生するものと解される」と述べている。本決定は，この京都事
件１審判決のように身体的な利益と精神的な利益とを並列させるのでなく，
強固な権利として確立している名誉権と同様の権利性があるものとして打
ち出すために，精神的な利益との関連にしぼって平穏生活権を打ち出すこ
とで，その強固性を論証しようとしているとの見方がある１３。
他方，平穏生活権と名誉，信用等との結びつきは「いささか強引」１４と
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の評価もある。上で見た民法学の整理を踏まえれば，本決定でも，「殺す」
「駆逐」という言動が生じさせる，社会福祉法人関係者の生命・身体・健
康の利益への侵害の現実的危険性という点から，差止めを認める論旨を組
み立てる方向性もあったと思われる。
しかし，本決定のように，平穏生活権を，名誉，信用等と結びつける論
法も十分あり得るものと思われる。奈須祐治はこの結びつきを，一方で「一
見奇妙である」としつつも，「しかし，衆人環視のなか住居前で人格を否
定する暴言を繰り返すデモが行われた場合，自宅内で平穏に生活すること
ができないばかりか，名誉，信用も脅かされるのは確かである」とする１５。
また，プライバシー権について検討することでも同様のことが言えると思
われる。周知の「宴のあと」事件判決に代表される時期のプライバシー権
概念について，特に民事法領域では平穏生活権としてとらえる説が有力で
あったとされる１６。そしてそのようなとらえ方が今日においてもなお一つ
の有力なあり方であることは疑いがないと思われる。憲法学では今日，プ
ライバシー権をいわゆる「自己情報コントロール権」として一応捉えつつ
も，その概念の中には文脈依存的・多元的な理解も包含されることを強調
する山本龍彦の見解が注目されるが１７，山本は，そのような，いくつかあ
る理解の一つとして，愛，友情，信頼といった関係性を含むものとしてプ
ライバシー権をとらえる，「宴のあと」事件判決と同時代の見方を紹介し
ている１８。以上から言えるのは，プライバシー権概念に着目すれば，平穏
生活権と名誉・信用等との結びつきは十分にあり得るものとなるというこ
とである。
ただ，本決定が平穏生活権（の強固性）を打ち出すために用いた論法は，
以上のような，名誉，信用等との結びつきに尽きるわけではない。むしろ
次の論法こそ，本決定自身が明確に記述するものである。すなわち，まず，
在日朝鮮人が「差別され，地域社会から排除されることのない権利」が，
平穏生活権の「基礎を成すもの」とされる。そしてそのような，「差別さ
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れ，…排除されない権利」はそれ自体「強く保護」されるとされるのだが，
その判断のために，人種差別撤廃条約や憲法１４条，差別言動解消法が援用
されている。加えて，民族や出自と「個人の尊厳」との関連が述べられる。
そして以上を踏まえて，差別的言動解消法２条１９に該当する差別的言動は，
平穏生活権に対する違法な侵害行為に当たるものとして不法行為を構成す
ると断言される。以上については主として後に検討する。ここでは，「個
人の尊厳」に関して若干考察してみたい。この点，個人主義の建前えから
すれば個人の持つアイデンティティと集団への属性との結びつきは必然で
はなく，「公権力がある集団に属する人々の人格形成の基礎を特定するに
は，非常な慎重さが求められるはず」だとの批判がある２０。しかし，民法
判例の傾向として，「個人の尊厳」概念は，当初は封建的身分による隷属
や評価から人を開放するための概念として登場し，その趣旨は現在でも引
き継がれているが，それに加えて現在では，「人にとっての重要な属性」と
の関係で言及されているとする分析もある２１。また，「差別的表現は，あ
る集団を全体として誹謗するという面と同時に，その集団に属する特定個
人の社会的評価を損なう，という面をも持」ち，「自分が当該集団に属す
るというアイデンティティの持続を困難にするものである」２２との見解も
ある。思うに，個人にはそれぞれ背景があり，「人の背景としての属性は，
個々人の人格の一部であると言っても過言ではない」２３のではなかろうか。
本決定の「個人の尊厳」に関する判旨は，説明の簡素さという難点はあれ
ど，結論として妥当であると思われる。
二．差止めの要件について
１．これまでの判例の差止め要件
本決定は，差別言動解消法２条に該当する差別的言動は，平穏生活権侵
害となり不法行為を構成すると述べた後，その侵害の程度が顕著な場合に
は，平穏生活権に基づく妨害排除請求権として，差別的言動の差し止めを
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求める権利を有するとする。
人格権侵害に対しては，被害者は損害賠償や謝罪広告等の名誉回復処分
を求められるだけでなく，明確な条文的根拠はないものの，権利侵害の重
大性や事後的回復の困難性等一定の要件を満たす場合には，事前規制とし
ての差止めを求める権利をも有するとされている。そして表現活動を差止
める段においては，表現の自由の優越性や表現の自由が帯びる強度の萎縮
効果に鑑み，より厳格な要件を満たすことを要する。以上は，周知のよう
に判例・学説共通の理解である２４。そして，名誉権侵害を理由とする表現
活動の差止めの要件を定式化したリーディング・ケースとして，次のよう
に判示した北方ジャーナル事件判決２５がある。
「憲法２１条１項の規定…も，あらゆる表現の自由を無制限に保障しているもので
はなく，他人の名誉を害する表現は表現の自由の濫用であつて，これを規制する
ことを妨げないが」，「表現の自由，とりわけ，公共的事項に関する表現の自由は，
特に重要な憲法上の権利として尊重されなければならないもの」であるという趣
旨にかんがみ，「刑事上及び民事上の名誉毀損に当たる行為についても，当該行為
が公共の利害に関する事実にかかり，その目的が専ら公益を図るものである場合
には，当該事実が真実であることの証明があれば，右行為には違法性がなく，ま
た，真実であることの証明がなくても，行為者がそれを真実であると誤信したこ
とについて相当の理由があるときは，右行為には故意又は過失がないと解すべく，
これにより人格権としての個人の名誉の保護と表現の自由の保障との調和が図ら
れているものであることは，当裁判所の判例とするところであり…，このことは，
侵害行為の事前規制の許否を考察するに当たつても考慮を要するところといわな
ければならない。」
したがって，「表現行為に対する事前抑制は，表現の自由を保障し検閲を禁止す
る憲法２１条の趣旨に照らし，厳格かつ明確な要件のもとにおいてのみ許容されう
るものといわなければならない。」
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公職選挙の候補者の評価にかかわる表現のような場合においては，「一般にそれ
が公共の利害に関する事項であるということができ，…憲法２１条１項の趣旨…に
照らし，その表現が私人の名誉権に優先する社会的価値を含み憲法上特に保護さ
れるべきであることにかんがみると，当該表現行為に対する事前差止めは，原則
として許されないものといわなければならない。」しかしそのような場合において
も，「その表現内容が真実でなく，又はそれが専ら公益を図る目的のものでな
いことが明白であつて，かつ，被害者が重大にして著しく回復困難な損害を被
る虞があるときは，当該表現行為はその価値が被害者の名誉に劣後することが明
らかであるうえ，有効適切な救済方法としての差止めの必要性も肯定されるから，
…例外的に事前差止めが許されるものというべきであ」る（下線およびの
番号付けは本稿筆者）。
名誉毀損表現は，わいせつ表現，煽動とともに表現の自由の保障の範囲
外であるとするアプローチが，確立した判例の立場である。松井茂記が整
理するように２６，最高裁は，刑法２３０条の違憲性が問題となった事件にお
いて，「憲法２１条は，言論の自由を無制限に保障しているものではない。
そして…他人の名誉を毀損することは，言論の自由の乱用であって，憲法
の保障する言論の自由の範囲内に属すると認めることができない」とし
た２７。その後もこの立場を繰り返している２８。また，不法行為においても
同様の判断を下している２９。北方ジャーナル事件判決の上記引用の冒頭部
分はその旨を述べている。しかし判決は続けて，名誉毀損に当たる場合で
も，公共の利害に関する事実に係る，公益目的性を有する表現の場合は，
真実性ないし相当性の証明により免責されることが判例法理であることが
確認され，そのことは事前抑制においても基本的に妥当するとしたうえで，
公職選挙の候補者への批判表現の差止めの要件としてを提示した。
の要件は，「類型的衡量アプローチ」等と呼ばれ，裁判官の恣意
が入り込む余地の大きい「個別的衡量アプローチ」等と比べてまさに「厳
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格かつ明確な要件」であるとして好意的に評価する向きが多い３０。しかし，
とが「又は」で結ばれていることや，要件は結局，刑法２３０条の
２の「条項を裏返し，それに明白性の要件を加えたものを，そのまま事前
抑制の要件としている」に過ぎず，「厳格かつ明確な要件」ではないとす
る見方もある３１。
最高裁はその後，北方ジャーナル事件とは異なり，無名の私人のプライ
バシー権侵害を主たる理由としてモデル小説の出版の差止めを認めた「石
に泳ぐ魚」事件判決で，「どのような場合に侵害行為の差止めが認められ
るかは，侵害行為の対象となった人物の社会的地位や侵害行為の性質に留
意しつつ，予想される侵害行為によって受ける被害者側の不利益と侵害行
為を差し止めることによって受ける侵害者側の不利益とを比較衡量して決
すべき」であるが，侵害行為が明らかに予想され，その侵害行為によって
被害者が重大な損失を受けるおそれがあり，かつ，その回復を事後的に図
るのが不可能ないし著しく困難になると認められるときは，侵害行為の差
止めを肯認すべきであるとした３２。
「石に泳ぐ魚」事件判決の差止め要件は，「出版物に限らず，一般に害悪
を生み出す不法行為を差し止めるための要件とそれほど違いはなく」北方
ジャーナル事件判決の要件よりも「かなり緩やかである」とする批判もあ
る３３。しかし，「石に泳ぐ魚」事件判決も，比較衡量によって判断すると
述べた後，侵害行為が「明らかに」予想され，被害者が「重大な」損失を
受けるおそれがあり，回復を事後に図るのが「不可能ないし著しく」困難
になると認められるときは差止を認めるべきとし，それなりの厳格度を
持った判断をしていると言えるのではなかろうか。名誉毀損と比べて侵害
後の回復が困難なプライバシー侵害はより差止め要件を緩和してよいとい
う立場も有力なこと３４，すでに触れたように北方ジャーナル事件判決も「厳
格かつ明確な要件」ではないとする立場もあること，北方ジャーナル事件
判決も類型的「衡量」アプローチであることから３５，二つ判決の要件は，
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一般に言われているほどの差はないものと思われる。
京都事件は，朝鮮学校に赴いて，代表者や教職員，児童等の関係者へ
の面談を強要する行為や，朝鮮学校の北門門扉から半径２００メートルの
範囲内において，学校を非難，誹謗中傷する演説やビラ配布を行う等の行
為を差止めた。その際，１審被告が主張する北方ジャーナル事件判決の要
件の充足に関しては，１審「原告の差止請求は，被告らによる表現行為そ
のものを差し止めるものではなく，本件学校の移転先の門扉を起点にした
半径２００メートルの範囲だけに場所を限定し，かつ，業務妨害あるいは名
誉毀損となり得る表現行為のみを制限するにすぎない。北方ジャーナル判
決は，この程度の不作為義務の給付をも違法とするような法理を述べるも
のではなく，被告らの主張は失当である。」とした。
これに対しては，「裁判所は時間と場所を定めての差止めであったから
か，示威活動の悪質性を重視したためか，あるいは，繰り返されてきた行
為をさらに継続することの差止めだったためか，表現の自由に配慮しての
詳細な差止め要件を厳密に検討した気配がない」とする評価もある３６。
２．本決定の差止め要件
本決定の差止め要件は，被侵害権利の種類・性質と侵害行為の態様・侵
害の程度との相関関係において，違法性の程度を検討するという，いわゆ
る相関関係説に基づくものである。これは「高度の違法性アプローチ」と
呼ばれるものであるが，「個別的衡量アプローチ」に近く，裁判官の恣意
をより広く認めるものとして考えられているものではある３７。したがって，
本決定は北方ジャーナル事件の要件をあてはめなかったものとの評価がな
されているところである３８。しかし，本決定は，差別言動解消法２条に該
当する差別的言動は違法であるとするとともに，相関関係説に基づく衡量
判断の中で，「もはや憲法の定める集会や表現の自由の保障の範囲外であ
ることは明らかであって，私法上も権利の濫用といえるものである」と断
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じた。そのような判断が妥当か否かは別として（この点は次に検討する），
不法行為を構成するともに，（衡量判断の中においてではあるが）表現の
自由の保障の範囲外とされた行為であるにもかかわらず，差止めを認める
ためには表現の自由の重要性に言及して衡量を行うという本決定の判断図
式は，北方ジャーナル事件判決が名誉毀損表現において採った図式と形式
上は同様のものということができる。
さらに，本決定は，「違法性は顕著である」「表現の自由の保障の範囲外
であることは明らか」「事後的な権利の回復は著しく困難」等と述べられ
ており，結局は，北方ジャーナル事件判決に類似する程度の厳格度を持っ
た判断をしたものであり３９，これまでの判例の流れに沿った判断枠組みに
よるものと評価することができるのではないだろうか。その点で，京都事
件よりも入念な判断をしたものと言えよう。
三．ヘイトスピーチ，ヘイトデモの概念について
１．表現の自由の範囲内か否か
本決定が本件デモを表現の自由の保障の範囲外の行為であると位置づけ
たことは上で見たが，それに対しては批判ないしは正面から受け取らない
見方がもっぱらである。例えば，「表現の自由の保障の範囲外と述べられ
ているのは，保障そのものが及ばないということではなく，このような場
合には権利の制約が正当化されることを明らかにしたと考えるべきであろ
う」４０等と評される。
京都事件では業務妨害とともに名誉毀損が問題となった。京都事件１審
は，「公益を図る表現行為が実力行使を伴う威圧的なものであることは通
常あり得ない」し，また，発言は人種差別であるとして公益目的性を否定
し，「侮蔑的な発言（いわゆる悪口）としか考えられ」ず，意見・論評で
もない等とし，総じて判例法理が認めてきた名誉毀損に対する免責事由該
当性を認めなかった。２審は「表現の自由の濫用であって，法的保護に値
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しない」と断言した。
しかし本件で問題とされているのは名誉毀損それ自体ではなく，平穏生
活権侵害である。そこで，本決定の「表現の自由の保障の範囲外」である
という認定について改めて見てみると，差別言動解消法２条に該当する言
動であること，および，街宣車やスピーカーを使用するものであることな
どから，顕著な違法性を有していることが根拠とされている。では，その
ような言動を，名誉毀損，わいせつ表現，煽動と同じく，表現の自由の保
障の範囲外とする判断ないし分類は妥当であろうか（あるいは，そのよう
な分類をしたものとして本決定を読むべきであろうか）。
この点，京都事件の諸判決の後で，本決定や差別言動解消法制定よりも
前の２０１５年３月１３日になされた対談における，次のようなやり取りが興味
深い。すなわち，長谷部恭男は，主として刑事規制を念頭に置きながらで
はあるが，名誉毀損，わいせつ，煽動のカテゴリーは，「昔から各国，保
護範囲外だということで，事例も先例も積み重なってきているわけ」であ
り，「そこにヘイトスピーチという全く新しいカテゴリーを作ったときに，
真っさらのところから，範囲を確定するのは相当難しい作業で，そこにつ
いての懸念は多くの人たちが抱いているところではないか」と発言した４１。
これに対し，曽我部真裕は，「確かに新しい保護範囲外のカテゴリーを作
るというのは，なかなか現状では難しい話」だが，「ただ，正に具体的危
険が生じるような煽動とか，面前での街宣とか，そのようなものは，歴史
的な保護範囲外のカテゴリーに引き付けて議論できるところはあるので
しょう」と応じた４２。
本決定も，曽我部の発言とある種共通の判断を行ったものと読むのが，
最もすわりの良い読み方ではないかと思われる。すなわち，保護範囲外の
カテゴリーをきちんと作ったというよりも，違法性の顕著な差別言動につ
いては，保護範囲外のカテゴリーに「引き付けて」とらえた，という読み
である。なお以上の読みは，差別言動解消法２条の「本邦外出身者に対す
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る不当な差別的言動」の定義の中に「煽動」の語があることによっても説
明される面があるのではなかろうか。
２．ヘイトデモ，ヘイトスピーチの概念と差別言動解消法の援用
では，差別言動解消法２条に該当する言動にせよ，それらのうち街宣車
・スピーカーを用いるなどして行われたものにせよ，それらと，一般に言
われる「ヘイトスピーチ」（ないし「ヘイトデモ」）との関係をどう考えれ
ばよいだろうか。また本決定は，はたして「ヘイトスピーチ」や「ヘイト
デモ」という概念を設定ないし定義し，それの差止めを認めたものととら
えてよいであろうか。
この点，京都事件については，業務妨害や名誉毀損という既存の概念枠
組みを超えた，新たな「ヘイトスピーチ」という違法行為類型を設定した
ものではないと一般に評されている。例えば梶原健佑は，京都事件１審
「判決では，ヘイトスピーチであることが即，不法行為の成立を導いてい
るのではなく，名誉毀損と業務妨害の名の下に不法行為が認定され，発言
が人種差別的あることは行為の悪質性を導く要素として賠償額の算定に影
響を及ぼしているに過ぎない」４３という。
京都事件２審も，「人種差別を撤廃すべきものとする人種差別撤廃条約
の趣旨は，当該行為の悪質性を基礎付けることになり，理不尽，不条理な
不法行為による被害感情，精神的苦痛などの無形損害の大きさという観点
から当然に考慮されるべきである。」という箇所を読めば，＜人種差別→
「悪質性」＞は損害との関係のみにかかわるようにも見える。
しかし京都事件２審は，いわゆる間接効力説をとり，人種差別撤廃条約
と憲法１３条，１４条，２１条がフラットな形で違法性判断のなかに汲み入れら
れている４４。つまり，２審判決は，違法性等を確定させた後に，人種差別
であることを損害の程度（賠償額の算定）との関係で考慮する，という順
の論法では必ずしもないものと読むことができる。こうして，少なくとも，
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人種差別撤廃条約の間接適用という手法をとった京都事件２審以降は，「人
種差別」という，名誉毀損や業務妨害とは別の概念が違法性認定の中に入
り込んできているというのが，近年の判例の流れなのではないだろうか４５。
そして，そのようなあり方において人種差別撤廃条約が果たした役割が，
本決定においては差別言動解消法が担っていると言えるのではなかろう
か４６。では，本決定における差別言動解消法の援用について，以下でいく
つかの点を検討したい。
まず，本決定が，「差別的言動解消法２条に該当する差別的言動は，上
記の住居において平穏に生活する人格権に対する違法な侵害行為に当たる
ものとして不法行為を構成すると解される。」と断言していることに関し
てである。京都事件２審のように，国際人権条約の間接適用においては，
人種差別撤廃条約の「趣旨」は，「他の憲法原理や私的自治の原則との調
和を図りながら実現される」とか，「合理的理由を欠き，社会的に許容し
うる範囲を超えて，他人の法的利益を侵害すると認められるときは」権利
侵害が認定される（いずれも京都事件２審判決）等の，いわば「クッショ
ン」がある。しかし，本決定の上記断言にはそのようなものはなく，差別
言動解消法２条該当性は，違法性認定においてストレートに働く。これは，
差別言動解消法という国内法律の制定によって，間接適用というクッショ
ンが取り払われた（と本決定は考えている）ということなのだろうか。ま
さに，本決定においては差別言動解消法の「存在感が際立つ」４７と言える。
仮に「公然とその生命，身体，自由，名誉若しくは財産に危害を加える
旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑する」ような言動が本件社会福
祉法人に対してなされれば不法行為となるのは明らかであり，またそのよ
うな言動を伴うデモの差止めも可能と考えられるが，そのような具体的な
状況を前提せず，差別言動解消法２条に該当する行為はそのまま不法行為
となるとする（ように読める）本決定の判旨は，ややストレートに過ぎる
ようにも思われる。
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しかし，本決定が差別言動解消法を，際立った存在感を持たせる形で援
用し，ストレートな判断を下すのには，相応の根拠がある。
すなわちそれは第一に，差別言動解消法制定の経緯である。国会議員団
による桜本地区への視察や，本件社会福祉法人の職員による国会での参考
人としての意見陳述がなされるなど，差別言動解消法の制定にあたっては，
桜本という地域や本件社会福祉法人と，国会とのいわば「対話」が原動力
となった面がある４８。したがって，まさに本件は，差別言動解消法を積極
的に適用するうってつけの事件であった。
第二に，差別言動解消法は，理念法として，敢えて明確さを欠くような
規定をも持ちながら，行政や自治体，裁判所による営為によって具体化さ
れることを予定して制定されたことに関わる。立法者たちの発言を見てみ
よう。
「禁止規定はなくても，あらゆる法律の解釈において指針となって，…事実上ヘ
イトスピーチを根絶させる方向に向く」４９。
「理念を掲げて，そもそも国民がこういうヘイトはすべきでないんだと，また，
そういう差別のない社会をつくるのが国民も努力していかなければならない，そ
してそのことを国と地方公共団体が教育や啓発，相談などを通じて広げていこう
ということを示すことによって行政側が様々な判断するときの一つの指針になる
のではないか」。そして「その指針によって」デモや道路使用を止められたら，「そ
のことを彼らが訴えて，結局それがヘイトであったかどうかというのは最終的に
司法の場で判断をしていただかなければならないと思っている」５０。
「違法であるか違法でないか，それがヘイトになるかどうかというのは結局は司
法の場で判断されるべきもの」５１。
「定義を明確にすればするほど，その定義の外側に隠された言葉」に「お墨付き
を与えるようなことにもなりかねない」。よって「そこは全体の文脈の中で判断す
べきことだと思っております」５２。
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「当然日本から出て行けということは地域社会から出ていけということも含まれ
てきますので，当然それも入ってくると思う」５３。
「本邦外出身者を地域社会から排除することを扇動する不当な差別的言動の典型
と言える具体的な例として，本邦外出身者の生命等に危害を加える旨を告知する
こと，…本邦外出身者を著しく侮蔑することを規定しております」。が，「最後に
『など，』というふうに規定しております。これは，今申し述べました二つの典型
的な具体例のほかに，本邦外出身者を排斥する旨を告知することなども当然この
定義に入ってくるものと考えております」５４。
つまり差別言動解消法は，ヘイトスピーチの根絶を目指すものの，ヘイ
トスピーチについて明確な定義ではなく包括的な定義を行いながら，行政
や自治体，そして最終的には裁判所による具体化を期待したものである。
そして本決定はこれを受けて，最終的な法解釈権者としての職責の範囲内
の判断を下したものである５５。いわば，地域社会と国会との「対話」に裁
判所も参加したものと評することができよう。なお，本件が仮処分であっ
て時間的余裕がないこと，債務者が審尋に現れなかったこと，言動の悪質
性が明らかであったこと等も本決定のストレートな判断を後押しした面も
あるかもしれない。
以上をまとめると次のようになろう。京都事件以来，裁判所はヘイトス
ピーチやヘイトデモを定義していない。差別言動解消法を制定した国会も
明確な定義を行っていない。しかし法概念としてそれらは無であるかとい
うとそうではなく，京都事件では「人種差別」が違法性認定の鍵概念（の
一つ）となり，本件では差別言動解消法２条に該当する言動がその役割を
果たした。そしてそのような裁判所の判断枠組みは，裁判所に与えらえた
権限行使として妥当である。本決定ではその鍵概念が非常に強力な力を
持ったものとなっており，その点では違和感を感じなくもないが，本事案
を前提とした判断としては賛成できるものである。
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四．社会福祉法人の権利侵害の問題であることの意義について
以上見てきたように，本決定要旨の前半すなわち本稿．二．１．の部
分は，全体として意欲的な判断がなされているといえる。また，自然人を
想定し「何人も」を主語とし，理論上は一般化可能な定式をとった判断と
なっている。
しかし本決定は結局，申立てを行った社会福祉法の権利を保全したもの
である。その意味で，個人の権利の保護を前提とする従来型の裁判・法理
の枠を外れるものではい。
したがって本決定の決定的とも言えるもう一つの部分は，八幡製鉄事件
判決を引いて社会福祉法人の権利主体性を認めるとともに（本稿．
二．２．），前半部分の判断を本件社会福祉法人にあてはめ，差止めを認容
した箇所（本稿．三．）である。
本件デモについては本件社会福祉法人自体やその他の桜本の住民個人に
向けてのものではないため，本件は京都事件と比べて「特定の個人が権利
侵害を受けているといえるのか，微妙な事案であった。」５６とする評価があ
る。しかし，本件において本件社会福祉法人が申立人となり，裁判所が当
該社会福祉法人の平穏生活権とその侵害の具体的危険性・事後的回復の困
難性を認めたという事実によってそれらの懸念は払しょくされるのではな
いだろうか。そしてそれにかかる本決定の認定判断は，全体として是認で
きるものと思われる。
であれば，本決定は一般化可能な定式をとってはいるが，射程は広いも
のではなく，在日朝鮮人集住地域においてその住民や法人が申し立てを行
うような事例に限られるのではないだろうか。そしてさらに，本件社会福
祉法人のような拠点的団体が存在するか否かがどの程度決定的かは，見方
が分かれ，当該団体がない場合にも本決定の射程は及ぶとする見方もあ
る５７。理論的にはそうかもしれない。しかし本稿は，本件デモで見込まれ
る「差別的言動は，上記の債権者の目的や理念及びこれまでの活動内容を
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真っ向から否定するものであり，債権者が存立する基盤を揺るがすとすら
いえるものである。」との判旨や，既に見た，本件社会福祉法人の差別言
動解消法制定における役割，当該法人の理念と差別言動解消法の理念との
共通性，さらには，「ひいては，債権者の職員の業務に従事する士気の著
しい低下や，債権者の施設利用者による利用の回避・躊躇を招くことを容
易に推測することができる」のような判断を見れば，本件社会福祉法人の
ような団体の存在が不可欠なのではないかという見方を持ちたくなる。た
だそうすると，本決定の射程はかなり限定される。それについては，今後
の判例の展開に委ねられるのではないだろうか。まさに我々は今後，「ヘ
イトスピーチ解消法と生きる」ことになるのである５８。
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て不明確であり，裁判所の恣意的判断を許すものであ」るという。横田前掲注３０，１８５
頁。
３８ 例えば，上田健介「判批」法学教室４３３号（判例セレクト）（２０１６年）１５３頁。
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４２ 対談（曽我部発言）前掲注１，１６２頁。なお曽我部も，一般メディアやインターネッ
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